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人々が自動車を持っていなかったころの交流といえば、太平洋側と日本海側の地域間で、分水嶺をま
たぎ川伝いで行われていた。 しかしながら、モータリゼーショ ンが進展するにつれ、それぞれ川|を分
断するように道路網が発達し、太平洋側と日本海側の地域間での交流が減少していった。 それに伴い、
県境に存在する中山間地域では、都市部への人口流出の歯止めが利かなくなり、次第に活力が低下し
ていくようになった。
このような中、平成 10 年 3 月に策定された新全国総合開発計画(国土のグランドデザイ ン)では、
経済社会の活力の維持、自然の保護、文化の創造、多様な暮らしの選択の可能性の提供を唱えており、
ほとんど開発がされなかったがゆえに豊かな自然環境や文化を有している中山間地域に目が向けられ
るようになり、活性化に向けた政策が様々試みられている。
近年、このような政策の中で、かつて交流のあった県境中山間地域間の道路整備を行うことで、地
域の活力を取り 戻そうとしている事例がよく見受けられる 。 既往研究をみても、 DEMATEL 法を用い
た道路整備関連の施策を含めた地域づくり施策聞の関係から、中山間地域づくりの方向性を考察した
もの 1 )、道路整備と地域づくり、自然環境の関係を住民意識からみた中山間地域における道路整備の
課題を考察したもの 2 ) などがあるが、県境中山間地域で道路整備を行う場合に、どれほどの範囲に効
果を及ぼすことを考慮、して道路整備を行えばよいのか、また、その時にどのような地域づくりの政策
を行えばよいのかなどに関してはあまり研究がなされていない。
そこで本研究では、北陸と中京地域間にある冠山峠地域を対象に、そこに現在計画されている冠山
峠道路の整備に際して期待していることを、実際に道路整備を行っている行政職員から把握し、また
それを地域レベルご、とにみることで、道路整備の課題をみいだすことを目的としている。 そのため木
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研究では、図 - 1 に示す研究フローにしたがい、様々な社会経済指標から因子分析、クラスター分析を
行うことにより地域の類型化を行し、地域構造を明らかにする。次に、行政職員に対して、冠山峠道路
の整備による期待効果、道路整備とともに行わなければならない地域づくり施策などをアンケートを
行うことにより把握する。 最後に、地域の類型化の結果と行政職員の意識の関連から道路整備の課題
を考察する。
図- 1 研究フロー 図-2 位置図
2 福井・岐阜県境地域の特性の把握
1 )対象地域の概要
現在、全国の県境部には多数の常時・冬期通行止め道路が存在する。本研究で取り上げる国道 417
号は福井県越前町から岐阜県大垣市に通じる道路であり、特に福井県池田町から岐阜県藤橋村にかけ
ての冠山峠部分は国道として不通区間となっており、急峻な地形をぬうように冠山林道が通じている。
また、国道 417 号は起点である越前町から終点である
大垣市まで 3 市 7 町 2 村の計 12 市町村を通過してい
る(図-2) 。本研究では、この国道 417 号沿道地域を
対象地域として取り上げた。
2) 地域特性の把握
まず、対象地域の特性の変遷を把握するために、沿
道 12 市町村の過去 3 ヶ年(昭和 60 年、平成 2 年、平
成 7 年)の計 36 ケースについて人口 ・産業など 11 の
社会経済指標を選定・収集し、因子分析を行った。 な
お、この 11 指標について相関分析を行った結果、相
関が高い指標は見られなかったので 11 指標をそのま
ま用いた。 因子分析の結果、第 2 因子までで変動の
55.0%が説明できた。 各国子ごとの因子負荷量と因子
寄与率、累積寄与率、固有値を表ー 1 に示す。 その結果
から、第 1、第 2 因子を以下のように名づけた。
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表-1 因子負荷量
過疎化因子 地方都市郊外因子
指標名 第 1 因子 第2~子
人口増加率 • 0.529 0.286 
2 人口密度 • -0.792 ー0.056
31 65這以上人白書l合 。 0.658 -0.281 
4 l世帯当たり人員 0.004 。 0.882 
5 昼夜間人口比 -0 ωo • 0.669 
6 一次産業就業者割合 。 0.745 0.348 
7 一次産業就業者寄l合 -0.031 。 0.788 
81 -=次産業就業者寄l合 • -0. 739 -0.320 
9 農業組生産額 0.366 0.282 
(人 口 1 人当たり )
10 工業製造品出荷額等 • -0. 733 0.160 (人口 1 人当たり)
1 小売業年間販売額 • 0.651 -0. 126 (人口 1 人当たり )
寄与率 0.336 0.2141 
累積寄与率 0.336 0.550 
固有値 3.70 2.36 
0 正の相関が高い ・負の相関が高い
地域構造と意識構造からみた県境部の道路整備の課題に関する研究
(第 1 因子.過疎化因子)
因子寄与率が 33.6%で各指標との間で正の相関が高いのは、 65 歳以上人口割合・一次産業就業者
割合で、負の相関が高いのは、人口密度・三次産業就業者割合・工業製造品出荷額等・小売業年間販
売額などである 。 これは、生産性の低い過疎地域によくみられる傾向である 。 そこで、この因子を過
疎化因子とする 。
(第 2 因子.地方都市郊外因子)
因子寄与率が 2 1. 4%で各指標との間で正の相関が高いのは、 1 世帯当たり人員・ 二次産業就業者割
合で、負の相聞が高いのは、昼夜間人口比となっている 。 これは、地方都市の郊外地域にみられる傾
向である 。 そこで、この因子を地方都市郊外因子とする。
次に、因子分析で得られた因子得点
を用いて、地域特性の経年的変化図(図
-3) を作成した。 その結果、藤橋村以
外の市町村は第一、第二因子共に経年
的変化があまりなかったのに対し、藤
橋村は第一因子の経年的変化が大きか
った。 ここで藤橋村の第一因子の変化
量が大きかった理由を調べるために藤
橋村と第一因子の経年的変化の少なか
った揖斐川町の基データの比較を行っ
た(表-2) 。 その結果、藤橋村は第一因
子 と負の相関の高い‘人口増加率'‘工
業製造品出荷額等'が経年的に増加し、
第一因子と正の相関の高い‘一次産業
就業者割合'が経年的に減少していた。
定住人口の増加、産業構造が 1 次から
2 次へと推移したことが藤橋村の第一
因子の経年的減少を引き起こしたもの
と考えられる 。
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図-3 地域特性の経年的変化
(昭和 60 年→平成 2 年→平成 7 年)
表-2 指標別経年的変化(揖斐川町・藤橋村)
揖斐川町 揖斐川町 燭斐川町 藤橋村 藤橋村 稼橋村
S60 H2 H7 S60 H2 H7 
(S55-S60) (S60-H2) (H2-H7) (S55-S60) (S60-H2) (H2-H7) 
人口増加率 人/人 1.02 1.01 0.98 0.71 。.93 L20 
人口密度 人/km2 406.71 428.13 421.33 6.62 1.30 1.56 
65 歳以上人口割合 人/人 0.13 0.15 0.18 0.22 0.24 0.23 
1 世帯当たり人員 人 3.93 3.83 3.70 2.15 2.33 2.27 
昼夜間人口比 人/人 0.92 0.91 0.89 1.09 1.31 1.44 
一次産業就業者割合 人/人 0.09 0.07 0.07 0・.:30 0.01 。;10
一次産業就業者割合 人/人 0.44 0.47 0.44 0.36 0.35 0.43 
二次産業就業者割合 人/人 0.4 0.46 0.50 0.33 0.49 0.48 
農業組生産額 百万円/人
(人口 1 人当たり) 0.12 0.12 0.10 0.12 0.05 0.03 
工業製造品出荷額等 百万円/人
(人口 1 人当たり) 1.35 2.32 1.13 0.48 。、 75 1.87 
小売業年間販売額 百万円/人
(人口 1 人当たり) 0.71 0.85 0.66 1.23 0.09 0.44 
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次に、因子分析より得られた因子得点を用いてクラスター分析を行い、地域の類型化を行った。な
お、因子得点は平成 7 年のものを用いた。
クラスター分析 (Ward 法、平方ユークリッド距離)を行った結果、国道 417 号の沿道 12 市町村
を 3 つのクラスターに分けることができた(図-4)。クラスターの分布を図-5 のクラスターマップに
表した。また、各クラスターの特徴を表-3 に表す。
以下に、各クラスターの説明を示す。
<第 1 クラスター>
このクラスターは、第 1 因子(過疎化因子)が高く、第 2 因子(地方都市郊外因子)も比較的高い
市町村で構成されている 。 このことから、都市化があまり進んでいない市町村がこのクラスターに属
すると考えられる。
<第 2 クラスター >
このクラスターは、第 1 因子(過疎化因子)が低く、第 2 因子(地方都市郊外因子)も比較的低い
市町村で構成されている。 このことから、生産性の高い市町村がこのクラスターに属すると考えられ
る 。
<第 3 クラスター >
このクラスターに属するのは藤橋村のみで、第 1 因子(過疎化因子)が高く、第 2 因子(地方都市
郊外因子)が極めて低い値を示している 。 このことから、他地域との交流が乏しい市町村がこのクラ
スターに属する と考え られる 。
洋平・本多誠史・最上宇佐美
一一一タタタススス一フ
一フ一フ
hノ
hJh
ノ
1
・
qL
内d
第第第•• 
織田町
久瀬村
鯖江市
大垣市
第 藤橋村
3 
福・池田町
武生市
第
2
朝日町
岐-池田町
今立町
揖斐川町
越前町
第
1
クラスター
クラスターマップ図-5
クラスター別地域特性
ヂンドログラム
表ー3
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l市町村数 現状特性 地域分布
第l クラスター 81 '他の地域と比べ、 -地方都市の近隣市町村
平均因子得点 過疎化因子と地方都市 越前町、織田町、朝日町
過疎化因子 O. 356 郊地外域因で子がともに高い 今立町、福・池田町、久瀬村
地方都市郊外因子l O. 107 ある 揖斐川町蛙・池田町
第2クフスター 31.過疎化因子が低く、 -地方都市
平均因子得点 地方都市郊外因子の 鯖江市、武生市、大垣市
過疎化因子 I -1.393 やや低い地域である。
地方都市郊外因子I -0.438 
第3クフスター 11' 地方都市郊外因子の -地方都市から離れた過疎地域 l
平均因子得点 極めて低い地域である。 藤橋村
過疎化因子 I -0.450 
地方都市郊外因子I -2.176 
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3 . AHP 手法による地域づくりに関する意識構造の把握
1 )調査の方法
本研究では、道路整備をより有効なものとするために、併せて行う地域づくり施策や整備効果の波
及範囲に関する意識構造を把握するためにアンケートを実施した。調査時期は平成 11 年 9 月、対象
は国道 417 号沿道 12 市町村の行政職員、有効回答数は 62 票(配布は 150 票)であった。
2) 分析の方法
アンケートの分析にあたっては、本来、定量的に表すことのできない人の意識構造を定量的に表す
ことができる AHP(Analytic Hierarchy Process)手法を適用した。この手法は、 1971 年にT.L.Saaty
により提唱された不確定な状況や多様な評価基準における意思決定手法である。AHP 手法は①問題の
階層構造の作成(最終目標・・・評価基準(要因)・・・代替案)、②各レベルの要素聞の重み付け、③階層全
体の重み付けの 3 段階から成り立っている。本研究の対象とする道路整備や地域づくり施策のような
問題については、その効果や方法は人々の考え方や地域により大きく異なると考えられる。そこで、
本研究では沿道地域レベルで、の評価に適 していると考え AHP 手法を用いた。そして図-6 に示すよう
に、レベノレを最終目標・整備効果・地域づくり施策・代替案として道路整備効果の波及範囲の 4 段階
に分けて設定し、次に、代替案を 3 ・整備効果を 4 ・地域づくり施策を 17 それぞれ選定した。アンケ
ートの回答は 3 つの代替案・ 4 つの整備効果・ 17 の施策に関して、それぞれ同一レベルの項目の重要
度を一対比較で答える形式をとっている。
レfく/レ 4
道路整備効果の
波及範囲
レベル 3
地域づくり施策
レベル 2
整備目標
レベル 1
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中部圏全体に
波及効果を及ぼす
広域道路の整備
県境地域の多様な
交流を目指した
道路整備
地域内道路の整備
①災害に強い道路整備
②広域交通網の整備
③自然環境の保全 ・ 活用
④医療施設の相互利用
⑤高度情報網の整備
32地域間コンペンションの開催
⑦共通した地域イメージの創出
@パスルートの導入
13県境地域と都市圏の
⑩広域共同イベントの実施
口 「道の駅J の整備
EEレジャー施設の整備
⑬歴史・文化を活かした街並五整備
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⑮地域問コアグループの連携
⑮住民や行政の広域的な協力
⑪地場産業の育成
禄な長Fし
新たな玄関口
の創造
道路による
地域開発
新たな観光
/レートの開発
効果的な県境部の道路整備
AHP階層図
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図-6
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3) 集計結果
AHP 手法により得られた道路整備効果の波
及範囲の優先度は図-7 に示すとおりである。こ
れをみると、ほとんど優先度は変わらないがわ
ずかながら広範囲に波及効果を狙ったほうがよ
いと考えられていることがわかる。また、狙う
べき波及範囲ごとについて重視すべき整備目標
をみたものが図-8 である。これをみると、波及
範囲を狭く捉えれば捉えるほど「災害に強い地
域づくり j の重要性が増していることがわかる。
評価基準である整備目標と地域づくり施策の重
要度を図-9 に示す。 これをみる と、「災害に強
い道路整備J の重要度が他の項目よりもかなり
|圏 中都圏全体回県境1糊(働県・岐阜県) 口 制内(沿道市附のみ)I 
図-7 道路整備効果の波及範囲の優先度
高く 、今現在この沿道地域の道路網が災害に対して脆弱であることを表している。また、沿道地域は
豊かな自然環境を有 しているため、それを壊さないようにということで、「自然環境の保全 ・活用 J の
重要度が次に高くなっていると思われる 。 また、冠山峠道路は広域交通や地域交流への期待の大きい
ことが、 「②広域交通網の整備J r⑨県境地域と都市圏の多様な交流J r⑬住民や行政の広域的な協力」
の重要度が高いことからうかがえる。一方、「⑪道の駅の整備J r⑫レジャー施設の整備j など観光に
関する施設整備の項目の重要度が低くなっている。 このように、冠山峠道路の整備は災害や自然環境、
医療面など日 常生活に即したものへの期待が大きいことがわかり、今後の整備方法での留意すべき方
向性を示している。
全体
中部圏
県境地域
地域内
図災害に強い地域づくり 図新たな玄関口の創造
ロ新たな観光ルートの開発図道路による地峨開発
図-8 波及範囲ごとにみた重視すべき整備目標 図-9 整備目標と地域づくり施策の重要度
4 地域構造と意識構造の関連
この章では、 2 で得られたクラスター分析の結果と 3 でのアンケート結果から、整備効果の波及範
囲や地域づくり施策に関する地域レベルのニーズ、の把握を行う 。 なお、 集計にあたり、第 3 クラスタ
ー(藤橋村)は票数が少なかったため、第 1 クラスターと第 2 ク ラスターについてのみ比較を行う 。
なお、有効回答数(AHP 手法における整合度 0.2 以下)は第 1 クラスターで 30、第 2 クラスターで 31
票であった。
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0.27 
0.32 
第 1 クラスター
第2クラスター
| 圏中部圏全体図県境地域(福井県・岐皐県) 口地域内(沿道市町村のみ) I 
整備効果の波及範囲図-10
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沿道地域が行うべき地域づくり施策のクラスター別重要度
集計の結果、 「国道 417 号冠山峠道路整備効果の波及範囲(図-10) J から は、 第 1 クラスター (地
方都市の近隣市町村)では‘中部圏全体に波及効果を及ぼすこと'を期待している割合が高いのに対
し、第 2 クラスター (地方都市)では‘地域内のみに波及効果を及ぼすこ と'を期待 している割合が
高いという結果が得られた。
「沿道地域が行うべき地域づくり施策(図-11) J において、第 1 クラスター、第 2 クラスター共に
高い項目として 「①災害に強し、道路整備J 、 共に低い項目として 「⑩広域共同イベントの実施J í⑤ 
高度情報網の整備J í⑮地域間コアグ、/レープの連携J などがあった。
また、第 l クラスターでは 「⑪圏域内道路の整備J í⑮住民や行政の広域的な協力 J í⑪地場産業
の育成J といった「道路による地域開発J や 「新たな玄関口の創造J に関する項目の重みが高かった
のに対し、第 2 クラスターでは「②広域交通網の整備J í③自然環境の保全・活用 J í④医療施設の
相互利用 j といった 「災害に強い地域づくり j や 「新たな観光ルー ト の開発」に関する項目の重みが
高かった。
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宇佐美誠史-最上洋平 ・ 本多義明
このように、従来、主に用いられてきた県別あるいは市町村別の意識をクラスター分析による地域
構造としてとらえることにより、整備方針を立てるためのより詳細な計画情報が得られる。
5 おわりに
県境部の道路整備においては、様々な地域づくり施策と狙うべき波及効果の範囲を確実に捉えてい
くことが重要であり、またそれらは地域により異なると考えられる。 そこで本研究では、県境部の道
路整備と地域づくり施策、波及効果の範囲に着目し、 AHP 手法を用いることでこれらの重要性を調べ
た。 また、これを様々な社会経済指標を用いて因子分析、クラスター分析により類型化された地域別
でみることにより、県境部にふさわしい道路整備のあり方について考察を行った。
本研究により得られた知見を以下に示す。
①様々な社会経済指標を用いて地域を類型化したところ、地方都市とその近隣市町村に分類された。
②地域づくり施策の重要度をみると災害や自然環境、医療面など日常生活に即したものに期待されて
いる。
③冠山峠道路の整備効果の波及範囲を狭い範囲で捉えたほうが良いと考えている人ほど、「災害に強
し、地域づくり」の整備目標を重視している。
④地域別に地域づくり施策の重要度をみたところ、「道路による地域開発J r新たな玄関口の創造」を
重視するクラスターと、「災害に強い地域づくり J r新たな観光ルートの開発」 を重視するクラスタ
ーに分かれた。
今後の課題としては、今回得られた道路整備に対する意識構造と実際に行われている道路整備との
違いを明らかにし、より期待効果が達成できる道路整備を考察していく必要がある。 また、各地域づ
くり施策とそこから生み出される間接効果の関係を調べ、地域づくりの方向性を考えていく必要があ
る。
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